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〔議第８９号〕 

   美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

【議案書：１７頁】 

◎ 改正の概要 

令和２年１０月７日に行われた人事院勧告に基づき、民間の特別給（ボー

ナス）の支給割合との均衡を図るため、期末手当の支給月数を０．０５月引

き下げる改正を行うものです。 

【給与勧告の骨子】 

民間の特別給（ボーナス）の支給割合との均衡を図るため、期末手当の支給月

数を０．０５月分引き下げます。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部改正 

○ 期末手当の引下げ（第２０条関係） 

   期末手当の支給月数を０．０５月分引き下げ、期末勤勉手当の合計支給

月数を現行の４．５月から４．４５月に改定します。引下げ分について

は、１２月の期末手当で対応します。 

第２条 美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部改正 

○ 期末手当の引下げ（第２０条関係） 

   支給月数を０．０５月分引き下げ、期末勤勉手当の合計支給月数を４．

４５月に改定します（現行４．５月）。引下げ分については、６月と１２

月支給分を均一化し、一般職の期末手当をそれぞれ１．２７５月としま

す。 

 【参考】期末手当の見直し 

区 分 
現行 

（R2.4.1時点） 

改正後 

（R2.12.1時点） 

改正後 

（R3.4.1時点） 
引下げ分 

６月 

支給割合 
１．３月 １．３月 １．２７５月 

１２月 

支給割合 
１．３月 １．２５月 １．２７５月 

合 計 ２．６月 ２．５５月 ０．０５月 

◎ 施行期日（附則） 

  この条例は、第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和３年４月
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１日から施行します。 
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〔議第９０号〕 

   美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

【議案書：２０頁】 

◎ 改正の概要 

令和２年の人事院勧告を受けた国家公務員の一般職及び特別職の給与改定

に準じ、常勤の特別職（市長、副市長及び教育長）の期末手当を引き下げるた

め条例を改正するものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部改正 

○ 期末手当の改定（第５条関係） 

令和２年度の期末手当の支給月数を年間で０．０５月分引き下げ、４．４

５月とし、引下げ分については、１２月の支給分で対応します。 

第２条 美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部改正 

○ 期末手当の改定（第５条関係） 

令和３年度からの期末手当の支給月数を令和元年度と比較して年間で０．

０５月分引き下げ、４．４５月とし、引下げ分については、６月と１２月支

給分を均一化し、それぞれ２．２２５月分とします。 

 【参考】期末手当の見直し 

区 分 
現行 

（R2.4.1時点） 

改正後 

（R2.12.1時点） 

改正後 

（R3.4.1時点） 
引下げ分 

６月 

支給割合 
２．２５月 ２．２５月 ２．２２５月 

１２月 

支給割合 
２．２５月 ２．２月 ２．２２５月 

合 計 ４．５月 ４．４５月 ０．０５月

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和３年４月

１日から施行します。 
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〔議第９１号〕 

   美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部 

を改正する条例について 

【議案書：２２頁】 

◎ 改正の概要 

令和２年の人事院勧告を受けた国家公務員の一般職及び特別職の給与改定

に準じ、市議会議員の期末手当を引き下げるため条例を改正するものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例の一部改正 

○ 期末手当の改定（第５条関係） 

令和２年度の期末手当の支給月数を年間で０．０５月分引き下げ、４．

４５月とし、引下げ分については、１２月の支給分で対応します。 

第２条 美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例の一部改正 

○ 期末手当の改定（第５条関係） 

令和３年度からの期末手当の支給月数を令和元年度と比較して年間で

０．０５月分引き下げ、４．４５月とし、引下げ分については、６月と１

２月支給分を均一化し、それぞれ２．２２５月分とします。 

 【参考】期末手当の見直し 

区 分 
現行 

（R2.4.1時点） 

改正後 

（R2.12.1時点） 

改正後 

（R3.4.1時点） 
引下げ分 

６月 

支給割合 
２．２５月 ２．２５月 ２．２２５月 

１２月 

支給割合 
２．２５月 ２．２月 ２．２２５月 

合 計 ４．５月 ４．４５月 ０．０５月

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和３年４月

１日から施行します。 
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〔議第９２号〕 

   美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例

について 

【議案書：２４頁】 

◎ 改正の概要 

令和２年１０月７日に行われた人事院勧告に基づき、美濃加茂市職員の給

与に関する条例と同様に、特定任期付職員の期末手当を引き下げる改正を行

うものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正 

○ 期末手当の引下げ（第９条関係） 

   特定任期付職員の令和２年度の期末手当の支給月数を年間で０．０５月

分引き下げ、３．３５月に改定し、引下げ分については、１２月の支給分

で対応します。 

第２条 美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正 

○ 期末手当の引下げ（第９条関係） 

   特定任期付職員の令和３年度からの期末手当の支給月数を令和元年度と

比較して年間で０．０５月分引き下げ、３．３５月とし、引下げ分につい

ては、６月と１２月支給分を均一化し、それぞれ１．６７５月分とします。

【参考】期末手当の見直し 

区 分 
現行 

（R2.4.1時点） 

改正後 

（R2.12.1時点）

改正後 

（R3.4.1時点） 
引下げ分 

６月 

支給割合 
１．７月 １．７月 １．６７５月 

１２月 

支給割合 
１．７月 １．６５月 １．６７５月 

合 計 ３．４月 ３．３５月 ０．０５月

◎ 施行期日（附則） 

  この条例は、第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和３年４月

１日から施行します。 
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〔議第９３号〕 

   美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改 

正する条例について 

【議案書：２６頁】 

◎ 改正の概要 

会計年度任用職員の期末手当は従前のとおりですが、令和２年の人事院勧

告を受けた国家公務員の一般職及び特別職の給与改定に準じ、美濃加茂市職

員の給与に関する条例を改正することに伴い、所要の改正をするものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一

部改正 

○ 期末手当の改定（第８条関係） 

美濃加茂市職員の給与に関する条例第２０条第２項の期末手当の支給月

数に「１００分の１２５」（１２月の支給月数）を追加するため、本条の

読み替え規定に「１００分の１２５」を追加し、従前の期末手当支給月数

となるようにします。 

第２条 美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一

部改正 

○ 期末手当の改定（第８条関係） 

美濃加茂市職員の給与に関する条例第２０条第２項の期末手当の支給月

数を「１００分の１２７．５」（令和３年度の支給月数）とするため、本

条の読み替え規定を「１００分の１２７．５」とし、従前の期末手当支給

月数となるようにします。 

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、第１条については公布の日から、第２条については令和３年

４月１日から施行します。 
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〔議第９４号〕 

   美濃加茂市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例について 

【議案書：２９頁】 

◎ 改正の概要 

近年の大規模で、かつ、頻発する災害に対応するため避難所設置が頻繁に

行われ、かつ、避難所運営にあたる職員の勤務が長期化・長時間化している

状況を鑑み、災害対策業務手当を新設するものです。 

また、災害対応等での新型コロナウイルス感染症への対応等も鑑み、感染

症防疫作業手当の特例を設けます。 

これに伴い、感染症防疫作業手当及び犬猫等死体処理手当の金額の見直し

を行うものです。 

◎ 改正の主な内容 

○ 災害対策業務手当（第２条及び第６条関係） 

   災害対策業務手当を新設し、支給を可能とします。 

避難所の開設及び運営業務並びに災害が発生し、又は発生するおそれが

ある場合において行う作業等 勤務１日につき１，０００円 

○ 感染症防疫作業手当の支給額（第３条関係） 

   感染症防疫作業手当の支給額を５００円から１，０００円に引き上げま

す。 

○ 犬猫等死体処理手当の支給額（第５条関係） 

   犬猫等死体処理手当の支給額を４００円から１，０００円に引き上げま

す。 

○ 新型コロナウイルス感染症に係る特殊勤務手当の特例（附則関係） 

   避難所等で新型コロナウイルス感染症対策に対応する職員への感染症防

疫作業手当の特例を設けます。 

  ・新型コロナウイルス感染症の患者若しくはその疑いのある者の身体に接

触して又はこれらの者に長時間にわたり接して行う作業その他市長がこ

れに準ずると認める作業 勤務１日につき４，０００円 

  ・上記以外の作業 勤務１日につき３，０００円 

◎ 施行期日（附則） 

  この条例は、公布の日から施行します。 
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〔議第９５号〕 

美濃加茂市消防団条例の一部を改正する条例について 

【議案書：３２頁】

◎ 改正の概要 

消防団の活動は火災出動だけでなく、近年は大雨対応など災害全般に及ん

でおり、地域防災の要として消防団員が担う役割が大きくなっているととも

に、その負担も増しています。 

また、消防団員の確保が年々厳しい状況であることから、消防団員の処遇

改善の観点からも費用弁償の増額の改正を図ることで、新規加入の促進に資

することが期待されます。 

 改正にあたっては、従事する職務を火災などの災害出動とそれ以外の出動

と消防音楽隊の活動の３つに区分しそれぞれに支給額を設定します。 

また、火災時、地元分団は鎮火後も残火処理でしばらく現場に待機するた

め拘束時間が長時間となることや、消防操法大会などの団行事が１日がかり

となることから、４時間を超えて従事した場合の費用弁償を２倍の額としま

す。 

以上のように、美濃加茂市消防団条例第１２条第１項に規定する費用弁償

の額を、岐阜県内の市町村平均額の水準まで引き上げる改正を行うものです。

◎ 改正の主な内容 

〇 費用弁償額の改正（第１２条関係）

【改正前】

  水火災、警戒、訓練等の職務に従事する場合 １回につき１，２００円

 【改正後】

  ① 水火災その他の災害による災害出動   １回につき２，０００円

  ② 警戒、訓練、指導、広報その他の出動  １回につき１，８００円

  ③ ①②以外の出動            １回につき１，２００円

    （例：消防音楽隊の演奏練習及び演奏会）

④ ①②の職務に４時間を超えて従事したときは、２倍の額を支給します。

◎ 施行期日等（附則） 

〇 この条例は、令和３年４月１日から施行します。 

〇 この条例の施行の日前に支給すべき事由の生じた費用弁償については、

改正後の条例第１２条の規定にかかわらず、なお従前の例によります。  
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〔議第９６号〕 

   美濃加茂市部設置条例の一部を改正する条例について 

【議案書：３４頁】 

◎ 改正の概要 

２０２０年３月に都市計画マスタープランの見直し及び立地適正化計画の

策定を行いました。それらに伴い、都市拠点と位置付けている美濃太田駅周

辺地区内において市街地再開発事業が民間主導で動き出すことなどから、民

間と連携して立地適正化計画等に係る事業を積極的に推進する体制を強化す

るため、新たに都市政策部を設置するものです。 

◎ 改正の主な内容 

○ 都市政策部の設置（第１条及び第２条関係） 

   都市政策部を設置し、従来の建設水道部の分掌事務を所管ごとに振り分

けるとともに、都市政策部の分掌事務に「立地適正化計画に関すること」

を追加します。 

◎ 施行期日（附則） 

  この条例は、令和３年４月１日から施行します。 
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